
様式３

平成２５年度新規要求事業

国土交通省
（単位：百万円）

番号 施策名

2001 災害拠点建築物の機能継続技術の開発

防災・減災をはじめとする国民生活の安全・安心
の確保の観点から優先度の高い事業であり、効果
的な施策として効率的に執行できるよう努めるべ
き。

100 大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に
必要な経費

2002 電力依存度低減に資する建築物の評価・設計技術の開発

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却・経済活性化の推進の観点から優
先度の高い事業であり、効果的な施策として効率
的に執行できるよう努めるべき。

170 大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に
必要な経費

2003
社会資本等の維持管理効率化・高度化のための情報蓄積・利活
用技術の開発

事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

96 大臣官房 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に
必要な経費

2004
社会資本の適確な維持管理・更新に係る
施設横断的な検討

防災・減災対策等の推進の観点から優先度の高い
事業であり、効果的な施策として効率的に執行で
きるよう努めるべき。

30 総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推
進する

一般会計

（項）社会資本整備・管理効率化推
進費
　（大事項）社会資本整備・管理等
の効率的な推進に必要な経費

2005 老朽化が進む土木機械設備の維持管理技術向上に関する検討
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的執行できるよう努めるべき。

9 総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推
進する

一般会計

（項）社会資本整備・管理効率化推
進費
　（大事項）社会資本整備・管理等
の効率的な推進に必要な経費

2006 情報化施工の活用による建設生産システムの高度化
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的執行できるよう努めるべき。

9 総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推
進する

一般会計

（項）社会資本整備・管理効率化推
進費
　（大事項）社会資本整備・管理等
の効率的な推進に必要な経費

2007 官民連携による社会資本の整備等に係る先導的取組の推進

防災・減災対策等の推進及び持続可能な活力ある
国土・地域の形成とこれを通じたデフレ脱却・経
済活性化の推進の観点から優先度の高い事業であ
り、効果的な施策として効率的に執行できるよう
努めるべき。

400 総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効率的に推
進する

一般会計

（項）社会資本整備・管理効率化推
進費
　（大事項）社会資本整備・管理等
の効率的な推進に必要な経費

2008 津波防災地域づくり法の施行推進
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的執行できるよう努めるべき。

7 総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推
進する

一般会計

（項）社会資本整備・管理効率化推
進費
　（大事項）社会資本整備・管理等
の効率的な推進に必要な経費

2009 社会資本整備重点計画フォローアップ経費
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的執行できるよう努めるべき。

8 総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推
進する

一般会計

（項）社会資本整備・管理効率化推
進費
　（大事項）社会資本整備・管理等
の効率的な推進に必要な経費

2010 総合的な交通体系の効果的な整備の推進
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的執行できるよう努めるべき。

40 総合政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推
進に関する経費

2011 交通運輸分野の新たな技術開発推進制度
事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

180 総合政策局 41 技術研究開発を推進する 一般会計
（項）技術研究開発推進費
　（大事項）技術研究開発の推進に
必要な経費

項・事項
政策評価の体系

担当部局庁 会計区分

事業
番号

事　　業　　名
予算監視・効率化チームの所見

（概要）
備　　考

平成２５年度
要求額
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2012 国際社会における交通連携の確保
事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

47 総合政策局 43 国際協力、連携を推進する 一般会計
（項）国際協力費
　（大事項）国際協力に必要な経費

2013 情報通信技術を活用した公共交通活性化の推進

持続可能な低炭素・循環型社会の構築の観点から
優先度の高い事業であり、調査結果の実際の事業
への活用など、効果的な施策として効率的に執行
できるよう努めるべき。

10 総合政策局 42 情報化を推進する 一般会計
（項）情報化推進費
　（大事項）情報化の推進に必要な
経費

2014
公共事業の多段階事業評価の評価手法の高度化・効率化に関す
る調査検討

調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

2 総合政策局 30
社会資本整備・管理等を効果的に推
進する

一般会計

（項）社会資本整備・管理効率化推
進費
　（大事項）社会資本整備・管理等
の効率的な推進に必要な経費

2015
大規模災害時におけるモード横断的対策を含む旅客輸送確保方
策の検討

防災・減災対策の推進の観点から優先度の高い事
業であり、調査結果の実際の事業への活用など、
効果的な施策として効率的に執行できるよう努め
るべき。

16 総合政策局 11 住宅・市街地の防災性を向上する
東日本大震災復興

特別会計

（項）住宅・市街地防災対策費
　（大事項）住宅・市街地の防災性
の向上に必要な経費

2016 国土形成計画等の効果的な推進

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却・経済活性化の推進の観点から優
先度の高い事業であり、効果的な施策として効率
的に執行できるよう努めるべき。
また、調査に関しては、結果の実際の事業への活
用など、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

162 国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推
進に必要な経費

2017 広域的地域間共助推進事業
防災・減災対策等の推進の観点から優先度の高い
事業であり、効果的な施策として効率的に執行で
きるよう努めるべき。

1,600 
要求額のうち重点要求1,500
百万円

国土政策局 37 総合的な国土形成を推進する 一般会計
（項）国土形成推進費
　（大事項）総合的な国土形成の推
進に必要な経費

2018 離島活性化交付金（仮称）

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却・経済活性化の推進の観点から優
先度の高い事業であり、効果的な施策として効率
的に執行できるよう努めるべき。

800 
要求額のうち重点要求400百
万円

国土政策局 39 離島等の振興を図る 一般会計
（項）離島振興費
　（大事項）離島振興に必要な経費

2019 きめ細やかな豪雪地帯対策の推進に要する経費

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却・経済活性化の推進の観点から優
先度の高い事業であり、効果的な施策として効率
的に執行できるよう努めるべき。

36 国土政策局 25 都市再生・地域再生を推進する 一般会計
（項）都市・地域づくり推進費
　（大事項）都市・地域づくりの推
進に必要な経費

2020 環境不動産の普及促進経費
低炭素・循環型社会の実現のみならず、不動産市
場の活性化の観点からも優先度の高い事業であ
り、効果的な施策として効率的に執行するべき。

30 土地・建設産業局 31
不動産市場の整備や適正な土地利用
のための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場の環境整備
等の推進に必要な経費

2021 低・未利用地の活用を促進するための情報提供方策の検討

持続可能な社会の実現、地域活性化の観点から重
要な施策であり、検討結果の実際の事業への活用
など、効果的な施策として効率的に執行できるよ
う努めるべき。

17 土地・建設産業局 31
不動産市場の整備や適正な土地利用
のための条件整備を推進する

一般会計
（項）不動産市場整備等推進費
　（大事項）不動産市場等の環境整
備等推進に必要な経費

2022 建設技能労働者の評価・公正な処遇の確保

地域を支える建設業の担い手確保の観点から重要
な施策であり、検討結果の実際の事業への活用な
ど、効果的な施策として効率的に執行できるよう
努めるべき。

22 土地・建設産業局 32 建設市場の整備を推進する 一般会計
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の
推進に必要な経費

2023 公共事業の積算の適正化の検討

東日本大震災からの復興、地域を支える建設業の
担い手確保の観点から重要な施策であり、検討結
果の実際の事業への活用など、効果的な施策とし
て効率的に執行できるよう努めるべき。

10 土地・建設産業局 32 建設市場の整備を推進する 一般会計
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の
推進に必要な経費

2024 専門工事業者等の市場環境の整備

地域を支える建設業の担い手確保の観点から重要
な施策であり、検討結果の実際の事業への活用な
ど、効果的な施策として効率的に執行できるよう
努めるべき。

20 土地・建設産業局 32 建設市場の整備を推進する 一般会計
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の
推進に必要な経費
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2025 農のあるまちづくり推進事業
農林水産省との役割分担の明確化・連携の強化を図
りつつ、効果的な施策として効率的に執行できるよう
に努めるべき。

110 都市局 7
良好で緑豊かな都市空間の形成、歴
史的風土の再生等を推進する

一般会計
（項）緑地環境対策費
　（大事項）緑地環境の保全等の対
策に必要な経費

2026 歴史まちづくり法の運用等改善に向けた施行状況検討調査
事業所管部局による点検がおおむね適切に行われて
おり、効果的な施策として効率的に執行できるように
努めるべき。

10 都市局 21
景観に優れた国土・観光地づくりを
推進する

一般会計
（項）景観形成推進費
　（大事項）景観に優れた国土・観
光地づくりの推進に必要な経費

2027 官民連携による良好な景観形成方策検討調査 調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施策
として効率的に執行できるように努めるべき。

10 都市局 21
景観に優れた国土・観光地づくりを
推進する

一般会計
（項）景観形成推進費
　（大事項）景観に優れた国土・観
光地づくりの推進に必要な経費

2028 減災・防災まちづくり推進方策検討調査
防災・減災対策の推進の観点から優先度の高い事業
であり、効果的な施策として効率的に執行できるよう
努めるべき。

55 都市局 11 住宅・市街地の防災性を向上する 一般会計
（項）住宅・市街地防災対策費
　（大事項）住宅・市街地の防災性
の向上に必要な経費

2029 防災パッケージ海外展開に係る検討経費

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却・経済活性化の推進の観点から優
先度の高い事業であり、効果的な施策として効率
的に執行できるよう努めるべき。

400
要求額のうち重点要求400百
万円

水管理・国土保全
局

9

12

・市場環境の整備、産業の生産性向
上、消費者利益の保護
・国際協力、連携等の推進

一般会計
（項）水害・土砂災害対策費
　（大事項）水害・土砂災害防止・
減災の推進に必要な経費

2030 防災ソフト施策の高度化・充実に関する調査・検討経費
防災・減災対策等の推進の観点から優先度が高い
事業であり、効果的な施策として効率的に執行で
きるよう努めるべき。

145
要求額のうち重点要求145百
万円

水管理・国土保全
局

12
水害・土砂災害の防止・減災を推進
する

一般会計
（項）水害・土砂災害対策費
　（大事項）水害・土砂災害防止・
減災の推進に必要な経費

2031 下水道分野における海外先導的プロジェクトの実施経費

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却・経済活性化の推進の観点から優
先度の高い事業であり、効果的な施策として効率
的に執行できるよう努めるべき。

200
要求額のうち重点要求200百
万円

水管理・国土保全
局

8

良好な水環境・水辺空間の形成・水
と緑のネットワークの形成、適正な
汚水処理の確保、下水道資源の循環
を推進する

一般会計
（項）水環境対策費
　（大事項）良好な水環境の形成等
の推進に必要な経費

2032 汚水処理施設整備構想のガイドラインの策定経費
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

10
水管理・国土保全

局
8

良好な水環境・水辺空間の形成・水
と緑のネットワークの形成、適正な
汚水処理の確保、下水道資源の循環
を推進する

一般会計
（項）水環境対策費
　（大事項）良好な水環境の形成等
の推進に必要な経費

2033 次世代型流域マネジメント方策に関する検討経費
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

15
水管理・国土保全

局
8

良好な水環境・水辺空間の形成・水
と緑のネットワークの形成、適正な
汚水処理の確保、下水道資源の循環
を推進する

一般会計
（項）水環境対策費
　（大事項）良好な水環境の形成等
の推進に必要な経費

2034 大規模土砂災害緊急調査経費
防災・減災対策等の推進の観点から優先度が高い
事業であり、効果的な施策として効率的に執行で
きるよう努めるべき。

6
水管理・国土保全

局
12

水害・土砂災害の防止・減災を推進
する

一般会計
（項）水害・土砂災害対策費
　（大事項）水害・土砂災害防止・
減災の推進に必要な経費

2035
火山地域における土砂災害発生を考慮した地熱開発ガイドライ
ンの作成経費

防災・減災対策等の推進の観点から優先度が高い
事業であり、効果的な施策として効率的に執行で
きるよう努めるべき。

4
水管理・国土保全

局
12

水害・土砂災害の防止・減災を推進
する

一般会計
（項）水害・土砂災害対策費
　（大事項）水害・土砂災害防止・
減災の推進に必要な経費

2036 河川水質事故災害に係る被害軽減対策検討調査
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

16
水管理・国土保全

局
12

水害・土砂災害の防止・減災を推進
する

一般会計
（項）水環境対策費
　（大事項）良好な水環境の形成等
の推進に必要な経費

3/7
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2037
水循環可視化システムの活用等による多様な水源確保の検討調
査経費

事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

27 
水管理・国土保全

局水資源部
6

水資源の確保、水源地域活性化等を
推進する

一般会計
（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に
必要な経費

2038
水資源に関わる中長期計画（ウォータープラン）改定に向けた
調査経費

調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

10 
水管理・国土保全

局水資源部
6

水資源の確保、水源地域活性化等を
推進する

一般会計
（項）水資源対策費
　（大事項）水資源確保等の推進に
必要な経費

2039 沿道騒音対策の効果的な実施に関する調査検討
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

19 道路局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等対策に必要
な経費

2040 自転車ネットワークの着実な推進に係る検討経費
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

100 道路局 15 道路交通の安全性を確保・向上する 一般会計
（項）道路交通安全対策費
　（大事項）道路交通安全対策に必
要な経費

2041
踏切対策促進のための連続立体交差事業の効率的な推進方策検
討調査

調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

27 道路局 29 道路交通の円滑化を推進する 一般会計
（項）道路交通円滑化推進費
　（大事項）道路交通の円滑化の推
進に必要な経費

2042
道路交通適正化に向けたLRT等の円滑な導入手法の検討に係る
経費

調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

45 道路局 29 道路交通の円滑化を推進する 一般会計
（項）道路交通円滑化推進費
　（大事項）道路交通の円滑化の推
進に必要な経費

2043 道路事業における官民連携施策に係る調査・検討業務
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

16 道路局 32 建設市場の整備を推進する 一般会計
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の
推進に必要な経費

2044 道路占用システムの利用拡大に向けた調査検討
事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

20 道路局 15 道路交通の安全性を確保・向上する 一般会計
（項）道路交通安全対策費
　（大事項）道路交通安全対策に必
要な経費

2045 道路分野におけるヒートアイランド対策の検討調査業務
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

19 道路局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等対策に必要
な経費

2046 道路分野の海外展開支援に係る経費
事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

100 道路局 32 建設市場の整備を推進する 一般会計
（項）建設市場整備推進費
　（大事項）建設市場の環境整備の
推進に必要な経費

2047 無電柱化事業の計画的・効率的実施に関する検討経費
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

29 道路局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等対策に必要
な経費

2048
国際海上コンテナの輸送効率化に係る特殊車両通行許可に関す
る調査検討業務

事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

16 道路局 15 道路交通の安全性を確保・向上する 一般会計
（項）道路交通安全対策費
　（大事項）道路交通安全対策に必
要な経費
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2049
特殊車両通行許可の審査期間短縮に向けた効率的な許可方法の
検討経費

事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

8 道路局 15 道路交通の安全性を確保・向上する 一般会計
（項）道路交通安全対策費
　（大事項）道路交通安全対策に必
要な経費

2050 中古住宅流通・リフォーム市場活性化事業

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却と経済活性化の観点から、優先度
の高い事業であり、効果的な施策として効率的に
執行できるよう努めるべき。

1,400 住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円
滑に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の
推進に必要な経費

2051 空き家管理等実証事業

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却と経済活性化の観点から、優先度
の高い事業であり、効果的な施策として効率的に
執行できるよう努めるべき。

500 住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円
滑に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の
推進に必要な経費

2052 既存建築物安全性確保推進事業

防災・減災対策等の推進の観点から優先度の高い
事業であり、住宅・建築物の耐震化を促進するた
め、効果的な施策として効率的に執行できるよう
努めるべき。

350 住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円
滑に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の
推進に必要な経費

2053 マンション管理適正化推進事業
マンションストックの有効活用に資するため、効
果的な施策として効率的に執行できるよう努める
べき。

200 住宅局 2
住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円
滑に行われる住宅市場を整備する

一般会計
（項）住宅市場整備推進費
　（大事項）住宅市場の環境整備の
推進に必要な経費

2054 海外における鉄道新線建設調査事業
政策目標を同じくする省内他事業との関係の整理
や官民の役割分担に留意し、効果的な施策として
効率的に執行できるよう努めるべき。

30 鉄道局 43 国際協力、連携等を推進する 一般会計
（項）鉄道網整備推進費
　（大事項）鉄道網の充実・活性化
の推進に必要な経費

2055 超小型モビリティの導入促進

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却と経済活性化の観点から優先度の
高い事業であり、効果的な施策として効率的に執
行できるよう努めるべき。

601 
要求額のうち特別重点要求
601百万円

自動車局 5 快適な道路環境等を創造する 一般会計
（項）道路環境等対策費
　（大事項）道路環境等対策に必要
な経費

2056 リサイクル部品の活用の推進
事業結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効果的に執行できるよう努めるべき。

10 自動車局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性
向上、ハイジャック・航空機テロ防
止を推進する

一般会計
（項）公共交通等安全対策費
　（大事項）公共交通等安全対策に
必要な経費

2057 海洋産業の戦略的育成のための総合対策

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却・経済活性化の推進の観点から優
先度の高い事業であり、効果的な施策として効率
的に執行できるよう努めるべき。

2,900 
要求額のうち特別重点要求
2,900百万円

海事局 36
海事産業の市場環境整備・活性化及
び人材の確保等を図る

一般会計

（項）海事産業市場整備等推進費
　（大事項）海事産業の市場環境整
備・活性化対策の技術開発に必要な
経費

2058 船舶防災対策の推進
防災・減災対策等の推進の観点から優先度の高い
事業であり、効果的な施策として効率的に執行で
きるよう努めるべき。

16 海事局 14
公共交通の安全確保・鉄道の安全性
向上、ハイジャック・航空機テロ防
止を推進する

一般会計
（項）地方運輸行政推進費
　（大事項）公共交通等安全対策に
必要な経費

2059 公民連携型災害救援フェリー支援事業
防災・減災対策等の推進の観点から優先度の高い
事業であり、効果的な施策として効率的に執行で
きるよう努めるべき。

200 海事局 19

海上物流基盤の強化等総合的な物流
体系整備の推進、みなとの振興、安
定的な国際海上輸送の確保を推進す
る

東日本大震災復興
特別会計

（項）総合的物流体系整備推進費
　（大事項）総合的物流体系整備の
推進に必要な経費

2060
国土交通分野の海外へのビジネス展開の拡大において日本と競
合する国の国土交通関係制度等に関する調査

調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

20 
国土交通政策研究

所
30

社会資本整備・管理等を効果的に推
進する

一般会計

（項）社会資本整備・管理効率化推
進費
　（大事項）社会資本整備・管理等
の効率的な推進に必要な経費

2061 公共交通の維持発展方策に関する調査研究
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

15 
国土交通政策研究

所
30

社会資本整備・管理等を効果的に推
進する

一般会計

（項）社会資本整備・管理効率化推
進費
　（大事項）社会資本整備・管理等
の効率的な推進に必要な経費
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2062 下水道施設の戦略的な耐震対策優先度評価手法に関する調査

防災・減災をはじめとする国民生活の安全・安心
の確保の観点から優先度の高い事業であり、効果
的な施策として効率的に執行できるよう努めるべ
き。

10 
国土技術政策総合

研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本関連技術の試
験研究等に必要な経費

2063
地域の住宅生産技術に対応した省エネルギー技術の評価手法に
関する研究

「研究の背景を踏まえた研究の必要性」等の観点
から外部有識者による『事前評価』を受けてお
り、「国総研で実施すべき」との評価を得てい
る。

16 
国土技術政策総合

研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本関連技術の試
験研究等に必要な経費

2064 港湾整備事業支援統合情報システム等の移設

防災・減災対策をはじめとする国民生活の安全・
安心の確保の観点から優先度の高い事業であり、
効果的な施策として効率的に執行できるよう努め
るべき。

83 
国土技術政策総合

研究所
－ －

東日本大震災復興
特別会計

（項）国土技術政策総合研究所施設
費
　（大事項）国土技術政策総合研究
所施設整備に必要な経費

2065 沿岸域における防災機能の強化に関する研究
東日本大震災からの復興の推進の観点から優先度
の高い事業であり、効果的な施策として効率的に
執行できるよう努めるべき。

40 
国土技術政策総合

研究所
41 技術研究開発を推進する

東日本大震災復興
特別会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術
の試験研究等に必要な経費

2066 港湾分野における技術・基準類の国際展開方策に関する研究

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通
じたデフレ脱却と経済活性化の観点から優先度の
高い事業であり、効果的な施策として効率的に執
行できるよう努めるべき。

6 
国土技術政策総合

研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術
の試験研究等に必要な経費

2067
空港土木施設の維持管理効率化に向けた手法・技術に関する研
究

防災・減災対策をはじめとする国民生活の安全・
安心の確保の観点から優先度の高い事業であり、
効果的な施策として効率的に執行できるよう努め
るべき。

6 
国土技術政策総合

研究所
41 技術研究開発を推進する 一般会計

（項）技術研究開発推進費
　（大事項）社会資本整備関連技術
の試験研究等に必要な経費

2068 測量行政推進経費
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

155 国土地理院 38
国土の位置・形状を定めるための調
査及び地理空間情報の整備・活用を
推進する

一般会計

（項）地理空間情報整備・活用等推
進費
　（大事項）地理空間情報の整備・
活用等の推進に必要な経費

2069 東南アジア・訪日100万人プラン
事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

599 
要求額のうち重点要求599百
万円

観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

2070 地域宿泊産業再生支援事業
過去に実施した調査結果等を、有効的に活用し、
効果的な施策として効率的に執行できるよう努め
るべき。

50 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

2071 観光立国推進ラウンドテーブル
事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

5 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

2072 旅行の安全の確保・向上方策検討調査
高速ツアーバス事故等による、社会的な影響の大
きさから、優先度の高い事業であり、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

25 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

2073 観光地域ブランド確立支援事業
事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

245 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

2074 観光地域評価事業
事業所管部局による点検がおおむね適切に行われ
ており、効果的な施策として効率的に執行できる
よう努めるべき。

50 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費

2075 テーマ性を持った広域連携のあり方調査事業
調査結果の実際の事業への活用など、効果的な施
策として効率的に執行できるよう努めるべき。

32 観光庁 20 観光立国を推進する 一般会計
（項）観光振興費
　（大事項）観光振興に必要な経費
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様式３

（単位：百万円）

番号 施策名
項・事項

政策評価の体系
担当部局庁 会計区分

事業
番号

事　　業　　名
予算監視・効率化チームの所見

（概要）
備　　考

平成２５年度
要求額

2076 東北地域観光復興対策事業
東日本大震災からの復興の推進の観点から、優先
度の高い事業であり、効果的な施策として効率的
に執行できるよう努めるべき。

(300) 復興庁で予算計上
復興庁統括官付参

事官
（予算会計担当）

－ －
東日本大震災復興

特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政
策費
　（大事項）観光振興に必要な経費

2077 福島県における観光関連復興支援事業
福島県の観光関連事業者の風評被害等の影響の大
きさからも、優先度の高い事業であり、効果的な
施策として効率的に執行できるよう努めるべき。

(721) 復興庁で予算計上
復興庁統括官付参

事官
（予算会計担当）

－ －
東日本大震災復興

特別会計

（項）住宅・地域公共交通等復興政
策費
　（大事項）観光振興に必要な経費

2078 海洋情報に関する経費（東日本大震災関連）
防災・減災対策等の推進の観点から優先度の高い
事業であり、効果的な施策として効率的に執行で
きるよう努めるべき。

1,592 海上保安庁 18
船舶交通の安全と海上の治安を確保
する

東日本大震災復興
特別会計

（項）船舶交通安全及海上治安対策
費
　（大事項）船舶交通安全及び治安
対策に必要な経費

2079 航路標識整備事業（被災地分）
東日本大震災からの復興の推進の観点から優先度
の高い事業であり、効果的な施策として効率的に
執行できるよう努めるべき。

(22) 復興庁で予算計上
復興庁統括官付参

事官
（予算会計担当）

－ －
東日本大震災復興

特別会計

（項）東日本大震災災害復旧等事業
費
　（大事項）航路標識災害復旧事業
に必要な経費

一般会計 12,462       

東日本大震災復興特別会計（国土交通省所管分） 1,931        

東日本大震災復興特別会計（復興庁所管分） (1,043)

合　　　　　計
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